
【職業実践専門課程認定後の公表様式】

昼夜

年

有

資格・検定名 種 受験者数 合格者数
毒物劇物取扱責任者 ① - 26

化粧品製造業責任技術者 ① - 26
化粧品総括製造販売責任者 ① - 26
技能士（化学分析）2級 ② - -
技能士（化学分析）3級 ③ 22 18
酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者 ③ 16 16

人 特定化学物質及び四アルキル鉛等作業主任者 ③ 14 14
人 有機溶剤作業主任者 ③ 17 17
人 危険物取扱者乙種第4類 ③ 23 10
％ ビジネス能力検定３級 ③ 7 3

％

0 名 0 ％

日本分析化学専門学校 昭和57年4月1日 重里徳太
〒530-0043
大阪市北区天満２丁目１番１号

（電話） 06-6353-0347

（別紙様式４）

令和3年9月24日※１
（前回公表年月日：令和 　年　月　日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人重里学園 昭和57年3月31日 重里 國麿
〒530-0043
大阪市北区天満２丁目１番８号

（電話）

工業 工業専門課程 環境分析学科
令和２年文部科学省

告示第３７号 －

学科の目的
本学科は、大気・水質・土壌などの環境分野、金属・ガラス、素材のリサイクル、新素材開発などの材料分野での分析・開発業務を担う人材の育成を目的
とする。昨今、環境汚染問題の増加や、それに伴う規制強化により、環境や材料分析業界では人材不足の状況になっている。分析化学技術を基礎から
修得した人材だけでなく、さらに能力の高い人材が求められており、各種実験を通して、社会で求められる分析技術を修得できるカリキュラムとしている。

06-6353-0347
分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

認定年月日 令和3年3月31日

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

８４０時間 ０時間
時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間
２１００時間 １２６０時間 ０時間 ０時間

学期制度
■前期：４月１日から９月３０日
■後期：１０月１日から３月３１日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
本校で行われる試験、並びに実習の成果、学習意欲や取り組み
等の履修状況等を総合的に勘案して、学科担当講師が行う。

８０人 ４５人 ０人 ７人 １０人 １７人

学生が自由に企業を探すだけでなく、学校に直接求人依頼のある企業に関して
は,学校推薦として学生を紹介し、採用試験を受験する。分析の技術だけでなく「社
会人基礎力」を意識した人間力の向上を視野に入れて指導している。また、学生
の指名によりマンツーマンでの指導を行っている。

長期休み
■春 季：3月22日から4月5日
■夏 季：8月2日から9月5日
■冬 季：12月20日から1月4日

卒業・進級
条件

各学年修了時において、講義科目、実験・実習科目ごとに規定さ
れた以上の単位を取得した上で、出席すべき授業日数及び各講
義科目時数のそれぞれ３分の２以上出席していること。

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類
■個別相談・指導等の対応 献血ボランティア、環境活動、各種実験会の参加等、積極的に奨

励している。長期欠席者を出さないために、無連絡欠席があった場合には、その日中に必ず担任から連絡
を取り、欠席の理由を確認し、学校と保護者と連携して学生の出席を促している。さらに、担任
が直接ご家庭（一人暮らしの学生については下宿先）へ出向き、学生の気持ちを汲み取りな
がらも、彼らの気持ちが登校につながるような指導を行っている。 ■サークル活動： 有

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに
該当するか記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの
③その他（民間検定等）

■自由記述欄
「毒物劇物取扱責任者」「化粧品製造業責任技術者」「化粧品統括製造
販売責任者」は、本校卒業時に卒業生全員が無試験で取得できる資格
であるため、上記、表中の受験者数欄には該当数の記載をしていない。

■その他
・進学者数：　　　　　　　　　　　　3人

■就職者数 22
95.7■就職率　　  　　　 　　　　：

■卒業者に占める就職者の割合
： 84.6

　　　　　　（令和２年度卒業者に関する

■中退防止・中退者支援のための取組
クラス担任制を基本とし、以下学校生活上の諸問題や可能な支援を実施している。また、問題事象発覚の際には、担任は「特別学生指導報告書」として文書化し、校長
に問題を即時報告。校長は問題に応じ適切に判断、指導を行う。さらには、問題事象により、教員は情報共有を行うと同時に、問題解決のための話し合いを定例会等
の場で適宜実施。教員全体としてその問題解決に取り組む。

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　　有・無
※有の場合、制度内容を記入
　特待生・准特待生制度（2年または１年間の授業料免除）、奨学金制度（12月末日までの出願者に対し、30～10万円の授業料免除）
■専門実践教育訓練給付：　　　　　給付対象・非給付対象
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　　有・無
※有の場合、例えば以下について任意記載
（評価団体、受審年月、評価結果又は評価結果を掲載したホームページＵＲＬ）

令和2年4月1日時点において、在学者５０名（令和2年4月1日入学者を含む）
令和3年3月31日時点において、在学者５０名（令和3年3月31日卒業者を含む）
■中途退学の主な理由

なし

就職等の
状況※２

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ

https://www.bunseki.ac.jp/course/

令和3年5月1日 時点の情報）

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容

■卒業者数 26
■就職希望者数 23

■主な就職先、業界等（令和２年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等
環境、電子・電機、金属材料、繊維、医薬品、化粧品、食品、バイオ、医
療、臨床など、あらゆる分野の研究、品質検査、品質管理、製造などで分
析化学者として従事します。

（令和2年度卒業者に関する令和3年5月1日時点の情報）



種別

①

③

③

③

③

③

③

（年間の開催数及び開催時期）

渡邉 快記 日本分析化学専門学校 教務部長
令和３年４月１日～令和４年３
月３１日（１年）

　※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

開催回数は年２回以上とし、時期については、９月末までに１回、年度末（３月末）までに１回とする。

（開催日時（実績））
第１回　令和２年10月１９日　15：00～17：00  ※コロナ禍によって実施遅延
第２回　令和３年３月５日　15：00～17：00

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
本校のカリキュラムや到達目標が、実際の企業現場や業界団体等で求められる知識、技術と乖離がないか、また、将来に向けさらに求められる
知識、技術は何かを検証するために、本校校長の下に教育課程委員会を設置。年に２回、委員会を開催し、意見を聴取。校長はそれらの意見を
参考に、教員会議における集約・審議を経て、カリキュラムの改善等に活用する。さらに、企業等からのアンケートについて別途実施し、本委員会
において活用する。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

本委員会は、教務部や事務部から独立した組織であり、その委員会で得た意見や要望は校長がその主旨を十分活かしつつ、教員会議における
集約・審議を経て、カリキュラムの改善や学生指導に反映させる。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

重里　徳太 日本分析化学専門学校 校長
令和３年４月１日～令和４年３
月３１日（１年）

福田 賢司
環境分析学科
（株式会社サン・テクノス 専務取締役）

令和３年４月１日～令和４年３
月３１日（１年）

三谷 雅彦
生命バイオ分析学科
（日東薬品工業株式会社 取締役 管理本部部長）

令和３年４月１日～令和４年３
月３１日（１年）

東野 友樹
医療医薬分析学科（学科名変更：有機テクノロジー学科より）

（SC有機化学株式会社　技術部）

令和３年４月１日～令和４年３
月３１日（１年）

本多 達也
健康化学分析学科
（ＤＲＣ株式会社 試験部 部長）

令和３年４月１日～令和４年３
月３１日（１年）

尾崎 信源 日本分析化学専門学校 教務部長
令和３年４月１日～令和４年３
月３１日（１年）

令和３年９月２４日現在

名　前 所　　　属 任期

梅川 雅章 大阪府職業能力開発協会 技能検定課長補佐
令和３年４月１日～令和４年３
月３１日（１年）

中村 大作
化学分析学科（学科名変更：分析化学応用学科より）
（株式会社パイモア 常務取締役）

令和３年４月１日～令和４年３
月３１日（１年）

三浦 隆司
環境分析学科
（喜楽鉱業株式会社 分析事業部）

令和３年４月１日～令和４年３
月３１日（１年）

  理事会 学校関係者評価委員会
　　| 　　　　　　　　　　　　　　　　|

　| 　・各学科 学科長
　　|  
  評議員会

教務室（専任講師/非常勤講師）

  事務室 次長 事務室

重里学園
日本分析化学専門学

校長
　　　　　　　　　　　　教育課程委員会

副校長
教務 部長/主任



（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
分析化学の技術は、それそのものが企業等の機密中枢に関わる技術だけに、入学した学生は、技術として社会で確立していることは理解できて
いるものの、入学前に「見える仕事」として実感する機会はほとんどない。そのため、技術修得への目的意識が習熟しづらい分野と言える。それら
の解消と、さらには、最新・基本問わず各企業が重要視している知識、技術の修得を目的とし、連携企業等の協力の下、校内および校外における
実習・演習等を実施する。さらには、社会人にとって必要不可欠な人間力や礼儀などを身に付けさせる機会としても重要な位置づけとしている。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

実演習をいただく連携企業等の担当者、または外部講師と、授業担当者が事前に数回打合せを行い、実習内容等についての詳細を決定し、学生
の学修成果の評価方法や単位認定についても確認を行う。連携企業等での実習には、授業担当者がその都度引率し、学生の学習状況を直接確
認の上、担当者との情報交換を行う。また、外部講師として来ていただく企業・業界団体からは、業界の動向も含めて、実務に関する最新の情報
や知識の提供を受ける。実演習終了時には、連携企業等の担当者や講師による学生の学修成果の評価を踏まえ、担当教員が成績評価、単位認
定を行うとともに、実演習における教育内容に関連する指導方法、評価方法について改善を行う。

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。
本委員会で外部委員からいただいた意見や要望については、教職員で共有し、次年度カリキュラム検討会議等で検討後、２回目の委員会の中で
確認をとり、カリキュラムや学生指導方法に反映している。主な意見を以下に記載する。
①三浦委員（環境分析学科）からの意見（各学科共通）：
　職業に活かすという前提で考えるとサンプリングからしっかり指導をした方が良いと考える。サンプリングが適正でなければ、正しい数値がでない
ということも理解させた上で、実験に取り組むようご指導いただきたい。

・本校の回答：
　実験の前に必ずガイダンスという時間を設けているのでその時間に教授するようにしているが、改めて担当にも共有する。品質管理という科目で
はサンプリングの重要性については教授している。

・意見を踏まえた取り組み：
　 委員の意見を参考に、サンプリング方法については、各実験や品質管理の授業の中では特に重要性を学生に説明をするようにした。

②三谷委員（生命バイオ分析学科）からの意見（各学科共通）：
　表計算やPowerPointなどを使用できるパソコンスキルは、社会人になって一から自分で学習し始めるのは難しいと思う。大学卒や大学院卒の学
生は基本的なパソコンスキルはあるので、そこで引け目を感じないようにパソコンスキルについても実践的な内容を取り入れてほしい。

・本校の回答：
　通常授業ではなく、別途PC実習という講座を実施している。　就職関係で企業様に実施したアンケートにおいても人間性や実験技術の次にパソ
コンスキルを求めるという声が多かったため、学生自身の苦手意識の払拭や基本的なパソコンスキルの取得ができるようにしていく。

・意見を踏まえた取り組み：
　ビジネス実務Ⅰの科目において、ＰＣのスキルに関する課題を与え、それぞれの能力を把握した上で、課題を新たに与えている。

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況



ビジネス実務Ⅱ

分析化学の技術は、それそのものが企業等の機密中枢に関わる技術だけ
に、「見える仕事」として実感する機会はほとんどない。そのため、技術修得へ
の目的意識が習熟しづらい分野と言える。それらの解消と、さらには、最新・基
本を問わず各企業が重要視している知識、技術の修得を目的とし、連携企業
等の協力の下、校内および校外における実習・演習等をビジネス実務Ⅰに引
き続き実施する。さらには、社会人にとって必要なコミュニケーション力や一般
常識を身に付け、自らの考えを表現し、相手に伝えることを学習する。

株式会社太洋工作所
株式会社タツタ環境分析センター

株式会社ＭＣエバテック

分析化学

分析化学の基礎的全分野について、分析法の原理、化学反応、実験装置と操
作法と解析法、応用例などを分かり易く説明する。
また、公益社団法人大阪労働基準連合会と連携し、校外施設において、分析
化学業界で必要とされる特定化学物質および四アルキル鉛等を用いた技能
の実演習を通じて実践的かつ専門的な能力を育成する。具体的には、それら
の物質からの健康障害及びその予防措置や作業環境の改善方法、保護具に
関する知識や技能について学ぶ。また、これらの知識・技術の修得に関する
評価についても、同会と連携して行う。

公益社団法人大阪労働基準連合会 

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

有機化学

有機化学の中で基礎となる有機化合物の分類法を学んだ後、有機化合物の
性質を決める官能基の種類と性質について勉強する。また、飽和・不飽和炭
化水素について理解する。主な内容は、以下の通り。
１．有機化学の分類　２．官能基の種類と性質　３．有機化合物の命名法　４．
アルカン　５．アルケン　６．アルキン　７．芳香族化合物
また、公益社団法人大阪労働基準連合会と連携し、校外施設において、分析
化学業界で必要とされる有機溶剤を用いた技能の実演習を通じて実践的かつ
専門的な能力を育成する。具体的には、有機溶剤による身体的な被害防止の
指揮・監督、また、労働安全衛生上の労働者の衛生の確保への配慮や消防
上の危険物の取扱いに関する知識や技能について学ぶ。また、これらの知
識・技術の修得に関する評価についても、同会と連携して行う。

公益社団法人大阪労働基準連合会 

機器分析化学実験

現在、化学分析においては機器分析が多用されるため、分析化学者として機
器分析の基本が理解できることが必要である。そこで、機器分析化学実験で
は、機器分析化学Ⅰの講義で学ぶ分析装置を実際に扱い、機器の基本操
作、測定手順、試料の前処理、データ解析の実習を行う。
また、公益社団法人大阪労働基準連合会と連携し、校外施設において、分析
化学業界で必要とされる酸素欠乏や硫化水素作業環境における作業環境で
の業務を行うための技能の実演習を通じて、実践的かつ専門的な能力を育成
する。具体的には、酸素欠乏症・硫化水素中毒及び救急蘇生法に関する知識
および蘇生方法実技、酸素欠乏、硫化水素の発生原因及び防止措置や保護
具の取り扱い、酸素濃度及び硫化水素濃度の測定実技などについて学ぶ。ま
た、これらの知識・技術の修得に関する評価についても、同会と連携して行う。

公益社団法人大阪労働基準連合
会

ビジネス実務Ⅰ

分析化学の技術は、それそのものが企業等の機密中枢に関わる技術だけ
に、入学した学生は、技術として社会で確立していることは理解できているも
のの、入学前に「見える仕事」として実感する機会はほとんどない。そのため、
技術修得への目的意識が習熟しづらい分野と言える。それらの解消と、さらに
は、最新・基本問わず各企業が重要視している知識、技術の修得を目的とし、
連携企業等の協力の下、校内および校外における実習・演習等を実施する。
さらに、社会人にとって必要不可欠な人間力や礼儀などを身に付けさせる機
会としても重要な位置づけとしている。

株式会社太洋工作所
株式会社タツタ環境分析センター

株式会社ＭＣエバテック

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等



②指導力の修得・向上のための研修等
一般財団法人大阪府専修学校各種学校連合会主催の人権教育研修会や、教職員研修会(指導力向上講座)に日程上
参加可能な専任講師が参加する。

計画の代表例を以下に記載する。
　　研修名「支援を必要とする生徒のための進路指導担当者研修」（一般財団法人大阪府専修学校各種学校連合会主催 ）
　　期間：11月上旬　対象：教員
　　内容：さまざまな支援を必要とする学生に対する指導方法や対処について学ぶ。

専門分野の最新の技術や業界の情報を得るため、毎年数日の研修を、連携先企業を含む企業・団体に依頼して実施している。
最新の実績として以下に記載する。
    研修名「分析業界と最新分析技術について 」（連携企業等：一般財団法人 材料科学技術振興財団 ）
　　期間：令和３年３月１９日（金） 対象：教員、学生
　　内容：分析を専門とされている団体の分析技術者より、最新の分析技術について講演をいただき、どのような技術が
　　　　　　今後求められ、人材として求めらる技能や知識についても学ぶ。

②指導力の修得・向上のための研修等
担任としても学生指導にあたる講師の指導力向上を目的に、各種研修等に参加している。最近の実績を以下に記載する。研修に参加した講師
は、研修後に報告書を作成し、本学科のみならず他学科の講師にも研修内容を伝え情報を共有して学生指導に活かしている。
　　  ・教職員のための指導力向上講座（一般財団法人大阪府専修学校各種学校連合会主催）
　　　　令和２年度：1回

実施については、新型コロナウイルス感染症の拡大のため、見送られた。学ぶ予定であった内容は以下に記載する。
　　研修名「クラスづくりのための指導力向上講座」（一般財団法人大阪府専修学校各種学校連合会主催 ）
　　期間：令和2年11月9日（月）　対象：教員
　　内容：活力あるクラスづくりのためにどのような指導を心掛け、学生の気持ちを汲み取れば良いのかを学ぶ

（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等
対象：本学科の指導内容に近い材料分析の業務を行っている連携先企業等の企業・団体
時期：年に数日の研修日を年度初めに計画。
内容：専門分野での技術就職を目指す学生の実践力の育成に必要な知識や情報を得ることを目的に、企業と事前に
　　　 相談の上、実施内容を随時検討する。校外で実施する場合は、分析現場の見学も依頼し、企業の技術者から第
　　　 一線で求められる技術や業界で求められる人材などについて研修を受ける。

計画の代表例を以下に記載する。
　　研修名「分析業界と最新分析技術について 」（連携企業等：喜楽鉱業株式会社 ）
　　期間：令和３年６月２３日（水） 対象：教員、学生
　　内容：化学製品のリサイクルを行う企業の分析技術者より、
　　　　　 最新の分析技術について講演をいただき、どのような技術が
　　　　　今後求められ、人材として求めらる技能や知識についても学ぶ。

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
研修等は、教員に対して、現在就いている職、または将来就くことが予想される職に係る職務の遂行に必要な知識、技能等を計画的に受講し、修
得させることにより、その職務の遂行に必要な教職員の能力、資質等の向上を図ることを目的とする。
① 化学等専門分野における技術等の実務に関する研修
② 教員としての指導力の修得や向上に資する研修
 なお、上記以外の詳細については、別途教員研修規程に定める。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等



（６）教育環境

・施設・設備は、教育上の必要性に充分対応できるよう整備しているか
・学内外の実習施設、インターンシップ、海外研修等について十分な教育体制を整備
しているか
・防災に対する体制は整備されているか

（３）教育活動

・教育目標、育成人材像は、業界の人材ニーズに向けて正しい方向付けができてい
るか
・各学科の教育目標、育成人材像を構成する知識、技術、人間性等は、業界の人材
ニーズレベルに照らして、また学科の教育期間を勘案して、到達することが可能なレ
ベルとして、明確に定めているか
・カリキュラムは体系的に編成されているか
・実践的な職業教育の視点に立ったカリキュラムや教育方法の工夫・開発などが実
施できているか
・関連分野における実践的な職業教育（産学連携によるインターンシップ、実技･実習
等）を実施できているか
・授業評価の実施・評価体制はあるか
・教育内容について、外部関係者の評価を取り入れているか
・成績評価・単位認定、進級・卒業判定の基準は明確になっているか
・資格取得等に関する指導体制はあるか
・人材育成目標の達成に向け授業を行うことが出来る要件を備えた教員を確保でき
ているか
・関連分野における業界等との連携において、優れた教員を確保できているか
・関連分野における先端的な知識・技能等を修得させるための研修や教員の指導力
育成など資質向上のための取組を行っているか
・職員の能力開発のための研修等が行われているか

（４）学修成果

・就職率（全学生を分母とし、進学者を含むいわば進路決定率）の向上が図られてい
るか
・資格取得率の（全学生を分母とした）向上が図られているか
・退学率の低減が図られているか
・卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握しているか
・卒業後のキャリア形成への効果を把握し、学校の教育活動の改善に活用している
か

（５）学生支援

・就職・進学指導に関する体制は整備され、有効に機能しているか
・学生相談に関する体制は整備され、有効に機能しているか
・学生の経済的側面に対する支援が全面的に整備され、有効に機能しているか
・学生の健康管理を担う組織体制があり、有効に機能しているか
・課外活動に対する支援体制は整備され、有効に機能しているか
・学生の生活環境への支援は行なわれているか
・保護者と適切に連携しているか
・卒業生への支援体制はあるか
・社会人のニーズを踏まえた教育環境が整備されているか
・高校・高等専修学校等との連携によるキャリア教育・職業教育の取組が行われてい
るか
・関連分野における業界との連携による卒後の再教育プログラム等が行われている
か

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（１）教育理念・目標

・理念・目的・育成人材像は定めているか（専門分野の特性が明確になっているか）
・学校の特色として挙げられるものがあるか
・学校の理念・目的・育成人材像・特色・将来構想などを、学生、関係業界、保護者等
に周知しているか
・社会のニーズ等を踏まえ、学校の将来構想を描き、中期的構想を抱いているか

（２）学校運営

・学校運営方針は明確に定め、教職員に明示し伝わっているか。また、それを基にし
た各種諸規程が整備されているか。
・学校の目的・目標を達成するための事業計画を定め、それに沿った運営ができて
いるか
・運営組織や意思決定機能は明確化し、効率的なものになっているか
・人事や賃金での処遇に関する制度を整備しているか
・教育活動等に関する情報公開を適切に行っているか
・情報システム化等による業務の効率化を図っているか

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。
また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
特定非営利活動法人私立専門学校等評価研究機構の評価項目を参考に、従来から、専修学校として義務づけられている自己評価および公開を
実施してきたが、平成25年3月に文部科学省より「専修学校における学校評価ガイドライン」が公表され、それに沿った学校関係者評価委員会を
設置し、自己評価からさらに一歩進んだ学校関係者評価を平成25年度から実施している。評価結果は、教育活動その他の学校運営の改善に活
かし、自己評価結果の客観性、透明性、妥当性をさらに高め、学校運営改善を行う。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応



※（１０）及び（１１）については任意記載。

（９）法令等の遵守

・法令、専修学校設置基準等の遵守と適正な運営がなされているか
・個人情報に関し、その保護のための対策がとられているか
・自己点検・自己評価の実施と問題点の改善に努めているか
・自己点検・自己評価結果を公表しているか

（１０）社会貢献・地域貢献
・学校の教育資源や施設を活用した社会貢献・地域貢献を行なっているか
・学生のボランティア活動を奨励、支援しているか

（１１）国際交流

・留学生の受入れ、派遣について戦略を持って行っているか
・留学生の受入れ、派遣、在籍管理等において適切な手続き等をとっているか
・留学生の学習・生活指導等について、学内に適切な体制を整備しているか
・学修成果が国内外で評価される取組を行っているか

（７）学生の受入れ募集

・高等学校等接続する機関に対する情報提供等の取組を行っているか
・学生募集活動は、適正に行なっているか
・学生募集活動において、資格取得・就職状況等の情報は正確に伝えているか
・学生納付金は妥当なものとなっているか

（８）財務

・中長期的に学校の財務基盤は安定しているか
・予算・収支計画は有効かつ妥当なものとなっているか
・財務について会計監査が適正に行なわれているか
・財務情報公開の体制整備はできているか



種別

分野団体

就職先企業

高等学校

保護者

卒業生

校長指名

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　　　）
URL:https://www.bunseki.ac.jp/disclosure/
公表時期：令和３年６月

濱田　妙 在校生・卒業生 保護者代表
令和２年４月１日～令和４年３
月３１日（２年）

石田 喜一郎
校長が必要と認める者
（大研科学産業株式会社）

令和３年４月１日～令和４年３
月３１日（１年）

梅川 雅章 大阪府職業能力開発協会 技能検定課長補佐
令和２年４月１日～令和４年３
月３１日（２年）

大原 一浩 大阪府立成美高等学校 教諭
令和２年４月１日～令和４年３
月３１日（２年）

内田 敬 交洋ファインケミカル株式会社 総務部 次長
令和２年４月１日～令和４年３
月３１日（２年）

長田 芽生 卒業生代表（東洋サクセス株式会社）
令和２年４月１日～令和４年３
月３１日（２年）

（３）学校関係者評価結果の活用状況
学校関係者評価委員より得た意見について、学内で共有し、必要に応じて今後の学校運営の改善策に反映した。
１）「学生支援」について
・委員の意見：
　国家試験の化学分析技能検定の実技試験などをコロナ禍の中でも実施することとした。
・意見の活用：
　２年生全員を対象として、実技試験を実施することができた。
２）「学生支援について」
・委員の意見：
　金銭トラブルなどに関する教育を実施していることは素晴らしい。今後も継続してもらいたい。
・意見の活用：
　消費者生活センターから講師を招いて講習を実施している。
　令和２年度は新型コロナウイルス感染症の拡大のため実施できなかったが、令和３年度５月には実施し、今後も継続することとしている。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
　　　令和３年９月２４日現在

名　前 所　　　属 任期

https://www.bunseki.ac.jp/disclosure/公表時期：令和３年８月１日
https://www.bunseki.ac.jp/disclosure/公表時期：令和３年８月１日


（１１）その他
・学校運営の状況に関するその他の情報

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

URL:　https://www.bunseki.ac.jp/disclosure/

（８）学校の財務
・事業報告書、収支計算書、貸借対照表、監査報告書

（９）学校評価
・自己評価、学校関係者評価の結果
・評価結果を踏まえた改善方策

（１０）国際連携の状況
・留学生の受け入れ状況

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　　　）

（５）様々な教育活動・教育環境
・学校行事、課外活動
・高等学校との授業連携
・分野特色を活かした教育情報の提供

（６）学生の生活支援
・学生生活支援への取組状況

（７）学生納付金・修学支援
・学生納付金学、納入時期等
・活用可能な経済的支援措置と利用学生数

（２）各学科等の教育
・入学者数、定員、在学生数、カリキュラム、進級卒業要件
・取得資格、合格者数
・卒業者数、卒業後の進路い

（３）教職員
・教職員数、教員の専門性等

（４）キャリア教育・実践的職業教育
・実践的職業教育への取組状況
・就職指導状況

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
教育活動の状況や課題などについて、正確な情報提供に努めることが、本校の教育活動の改善や本校ならびに専門学校全体の信頼性向上に
繋がることを自覚し、平成25年3月に文部科学省より公表された「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の則った情報提供
を実施する。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応

ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画
・学校の教育、人材養成の目標、教育指導計画

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係
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1 ○ 基礎化学

分析化学を学ぶに当たり、高校レベルから復
習して、化学の基礎部分を修得することを目
的とする。主な内容は、以下の通り。
１．濃度計算　２．SI単位　３．物質の構造
粒子と物質量　４．化学結合（種類の理解）
５．物質の状態変化　６．溶液　７．化学反
応と熱　８．反応速度と化学平衡　９．酸と
塩基とその反応　１０．酸化・還元反応　１
１．企業で使用されている試薬の名称　１
２．有機化合物の官能基と命名法

１
前

30 6 ○ ○ ○ ○

2 ○ 基礎数学

計算力の修得、化学分析を行った後のデータ
処理に必要な各種基礎的な関数の理解を深め
ることを目的とする。またデータを図示化す
るための処理を学ぶ。主な内容は、以下の通
り。
１．一次関数　２．指数関数　３．対数関数

１
前

30 2 ○ ○ ○

3 ○ 安全衛生

化学実験を行うに当たり､使用試薬・使用機器
等の危険性に関する知識は不可欠である。本
講義では､実験において何に注意すべきかを講
義し、「危険物取扱者」の資格取得に必要な
知識の修得を目的とする。主な内容は、以下
の通り。
１．安全衛生概論　２．物質の燃焼と消火の
方法　３．消防法の概要　４．危険物の性質

１
前

30 2 ○ ○ ○

4 ○ 生活化学

私達の毎日は、実は化学実験の連続である。
そこで本講では、日常生活の中から化学実験
的な現象をいくつか拾い、その原理を学ぶこ
とを主眼とする。この講義を通じて、不足し
がちな「化学実験」を補うとともに、化学の
本質に迫り、専門家としての基礎を築く。主
な内容は、以下の通り。
１．有機化学と無機化学　２．金属　３．ガ
ラス、アルカリ・アルカリ土類　４．電池の
化学(1)-乾電池　５．電池の化学(2)-リチウ
ムイオン電池　６．触媒　７．水と水和
８．洗濯の化学　９．エネルギーと化学　１
０．視覚と色素　１１．栄養とアミノ酸、Ｄ
ＮＡ　１２．現代化学の話題

１
前

30 2 ○ ○ ○

5 ○ 定性分析法

金属イオンの系統的定性分析について講義
し、第１族～第６族までの分離分析法に利用
される理論修得を目的とする。定性分析実験
の化学反応を正しく理解し、溶解度積や、共
通イオン効果などの基本的な知識を修得す
る。主な内容は、以下の通り。
１．溶解度積と沈殿生成の関係　２．共通イ
オン効果と定性分析実験操作での利用　３．
緩衝溶液と定性分析実験での利用　４．無機
定性分析操作

１
前

30 2 ○ ○ ○

授業科目等の概要
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6 ○ 分析化学

分析化学の全分野について、基礎的な分析法
の原理、化学反応、実験装置と操作法と解析
法、応用例などを分かり易く説明する。主な
内容は次の通り。
１．分析試薬、標準物質　２．溶液の濃度
３．酸塩基平衡とpH　４．中和滴定・沈殿滴
定　５．錯体生成と錯滴定　６．酸化還元平
衡・酸化還元滴定

また、公益社団法人大阪労働基準連合会と連
携し、校外施設において、分析化学業界で必
要とされる特定化学物質および四アルキル鉛
等を用いた技能の実演習を通じて実践的かつ
専門的な能力を育成する。具体的には、それ
らの物質からの健康障害およびその予防措置
や作業環境の改善方法、保護具に関する知識
や技能について学ぶ。また、これらの知識・
技術の修得に関する評価についても、同会と
連携して行う。

１
通

60 4 ○ △ △ ○ ○ ○ ○ ○

7 ○
機器分析化学
Ⅰ

光分析法、クロマトグラフィーなどについて
理解を深め、実際の実験を行うための基礎力
を養うことを目的とする。汎用機器の測定原
理・構造・試料の前処理・データ解析法等に
ついて理解を促すと共に、機器分析が比較分
析であることを理解させる。主な内容は、以
下の通り。
１．吸光光度法　２．原子吸光光度法　３．
クロマトグラフィー（GC・HPLC）　４．赤外
吸収スペクトル分析法　５．熱分析（DSC・
TGA）　　６．蛍光分光光度法　７．データ解
析・最小二乗法

１
通

60 4 ○ ○ ○

8 ○
ビジネス実務
Ⅰ

分析化学の技術は、それそのものが企業等の
機密中枢に関わる技術だけに、入学した学生
は、技術として社会で確立していることは理
解できているものの、入学前に「見える仕
事」として実感する機会はほとんどない。そ
のため、技術修得への目的意識が習熟しづら
い分野と言える。それらの解消と、さらに
は、最新・基本を問わず各企業が重要視して
いる知識、技術の修得を目的とし、連携企業
等の協力の下、校内および校外における実
習・演習等を実施する。さらには、社会人に
とって必要不可欠な人間力や礼儀などを身に
付けさせる機会としても重要な位置づけとし
ている。

１
通

60 4 ○ △ △ ○ ○ ○ ○ ○

9 ○
工業英語(化
学)

現在、科学技術に関して記述する言語は英語
が世界標準となっている。また様々な機器・
装置を扱う上でも、英語での表記がなされて
いる。したがって、将来的には専門的な科学
英語を用いて、読み、書く能力が必要不可欠
となる。さらに資本や労働力の国境を越えた
移動が活発化するとともに、貿易や海外への
投資が増大することによって世界における経
済的な結びつきが深まるグローバル化が一般
的になっている。それとともに、就職活動に
おける採用試験で、英語を出題する企業も多
くなってきている。したがって、採用試験対
策も行う。主な内容は、以下の通り。
１．文法（名詞、動詞、文型、助動詞、完了
形、受動態、分詞、動名詞、不定詞、関係代
名詞、比較）　２．工業英語４級レベルの専
門的単語

１
通

60 4 ○ ○ ○



10 ○ 基礎物理

物理における項目の中で、理系学生の就職採
用試験に出題される内容ならびに分析化学者
として使用する分析機器の電気回路の基礎的
内容を理解する。主な内容は、以下の通り。
１．速度と加速度　２．等速直線運動　３．
落下運動　４．運動の法則(第１～第３)
５．電気と電気抵抗　６．電流と磁気

１
後

30 2 ○ ○ ○

11 ○ 有機化学

有機化学の中で基礎となる有機化合物の分類
法を学んだ後、有機化合物の性質を決める官
能基の種類と性質について勉強する。また、
飽和・不飽和炭化水素について理解する。主
な内容は、以下の通り。
１．有機化学の分類　２．官能基の種類と性
質　３．有機化合物の命名法　４．アルカン
５．アルケン　６．アルキン　７．芳香族化
合物

また、公益社団法人大阪労働基準連合会と連
携し、校外施設において、分析化学業界で必
要とされる有機溶剤を用いた技能の実演習を
通じて実践的かつ専門的な能力を育成する。
具体的には、有機溶剤による身体的な被害防
止の指揮・監督、また、労働安全衛生上の労
働者の衛生の確保への配慮や消防上の危険物
の取扱いに関する知識や技能について学ぶ。
また、これらの知識・技術の修得に関する評
価についても、同会と連携して行う。

１
後

60 4 ○ △ △ ○ ○ ○ ○ ○

12 ○ 無機化学

「基礎化学」で学んだことを基礎として、無
機化学に関する各論を講義する。はじめに原
子の電子構造と電子配置、周期性などについ
て学び、その知識を利用して典型元素や遷移
元素についての各論を学ぶ。主な内容は、以
下の通り。
１．原子の構造と電子配置　２．化学結合
３．１族・２族元素　４．12族～18族元素
５．遷移元素

１
後

30 2 ○ ○ ○

13 ○ 生物化学

本講義では、生物を構成している物質の性質
とその役割について解説していく。特に、糖
質、脂質、タンパク質を中心に基礎から講義
を行う。なお、本講義はバイオ技術者認定試
験対策も目的とする。主な内容は、以下の通
り。
１．糖質の化学　２．脂質の化学　３．タン
パク質の化学　４．テクニカルターム（物
質）

１
後

30 2 ○ ○ ○

14 ○ 定量分析法

化学分析の基本操作である重量分析・容量分
析について、実験で得られたデータの取扱い
や、測定値から分析目的成分の量・濃度を算
出するための計算演習を主に行う。主な内容
は、以下の通り。
１．重量分析：鉄の定量　２．容量分析：沈
殿滴定、中和滴定、酸化還元滴定、キレート
滴定

１
後

30 2 ○ ○ ○

15 ○ データ解析法

客観的なデータ処理方法を修得するため、記
述統計と推測統計に関する基礎的知識を学習
する。主な内容は、以下の通り。
１．代表値、散布度　２．確率分布（正規分
布，ｔ分布）３．区間推定　４．仮説検定

１
後

30 2 ○ ○ ○



16 ○ 基礎化学実験

化学実験に必要な容量計・器具・天秤等の取
り扱いや基本操作について、経験を積むとと
もに、正しい測定方法・データの扱い方(誤
差、未知濃度、モル濃度・規定度、百分率)を
理解し、報告書の作成方法を修得する。ま
た、試薬の特性を理解し、廃液処理、実験ゴ
ミ処理等ができ、実験室でのルールを身につ
け、分析化学者としての基礎的な技術の修得
を目的とする。主な内容は、以下の通り。
１．安全教育　２．器具の取り扱い　３．中
和滴定（化学的滴定法・電位差滴定法）
４．クロマトグラフィー　５．細菌学的検査
６．アセチルサリチル酸の合成・定量　７．
基礎実験手法の確認テスト

１
前

90 3 ○ ○ ○

17 ○ 定性分析実験

金属イオンの系統的定性分析を行う。第１族
～第６族までの分離分析法について、理論お
よび実技の修得を目的とする。これらの定性
分析実験を通し、化学反応を正しく理解す
る。技能検定（化学分析）の試験の際にも、
定性の試験が課題として課せられているた
め、この実験においても未知試料の検出の実
技試験を行う。主な内容は、以下の通り。
１．定性分析（第１族～第６族）　２．実技
試験

１
前

90 3 ○ ○ ○ ○

18 ○
機器分析化学
実験

現在、化学分析においては機器分析が多用さ
れるため、分析化学者として機器分析の基本
が理解できることが必要である。そこで、機
器分析化学実験では、機器分析化学Ⅰの講義
で学ぶ分析装置を実際に扱い、機器の基本操
作、測定手順、試料の前処理、データ解析の
実習を行うとともに、異物分析での分析機器
の活用事例についても理解する。
主な内容は、以下の通り。
１．紫外可視分光吸光光度計　２．原子吸光
光度計　３．蛍光分光光度計　４．赤外分光
光度計　５．ガスクロマトグラフ　６．高速
液体クロマトグラフ　７．熱分析計（DSC・
TGA）

また、公益社団法人大阪労働基準連合会と連
携し、校外施設において、分析化学業界で必
要とされる酸素欠乏環境や硫化水素環境にお
ける作業を行うための技能の実演習を通じ
て、実践的かつ専門的な能力を育成する。具
体的には、酸素欠乏症・硫化水素中毒および
救急蘇生法に関する知識および蘇生方法の実
技、酸素欠乏環境、硫化水素の発生原因およ
び防止措置や保護具の取扱い、酸素濃度およ
び硫化水素濃度の測定実技などについて学
ぶ。また、これらの知識・技術の修得に関す
る評価についても、同会と連携して行う。

１
後

90 3 △ ○ ○ ○ ○ ○ ○

19 ○ 定量分析実験

化学分析の基本操作である重量分析・容量分
析の実験方法について、理論と実践に沿った
精度の高い技術を修得する。化学分析（技能
検定）の試験の際にも、定量分析の試験が課
題として課せられており、この実験中におい
ても未知試料の定量の実技試験を行う。主な
内容は、以下の通り。
１．重量分析：鉄の定量　２．容量分析：中
和滴定、酸化還元滴定、キレート滴定　３．
実技試験

１
後

明治33年3月30日 ## ○ ○ ○



20 ○ 品質管理

本講義の目的は科学的な品質管理の基となっ
ている統計的品質管理の基本的考え方を理解
できるようになることである。現在多くの企
業において品質管理の基本を理解している人
材は不足しており、基本的考え方を理解して
いる学生は就職にも有利である。品質管理に
伴う基礎的な考え方から、具体的な計算や道
具（グラフ）の使い方を学び、品質管理検定
３級の試験対策だけでなく、異物分析で用い
るFT-IRやXRFの事例紹介を行い、実務的な知
見を増やすことも目的とする。主な内容は、
以下の通り。
１．品質と管理　２．ＱＣ七つ道具　３．試
験と検査　４．品質管理に必要な計算　５．
品質管理検定（QC検定）３級合格レベルの知
識　６．品質管理の中での異物分析

２
前

明治33年1月30日 ## ○ ○ ○

21 ○
機器分析化学
Ⅱ

機器分析化学Ⅰでの学習を基に、分析の根幹
をなす下記分析機器の概要、原理、応用を理
解する。主な内容は、以下の通り。
１．誘導結合プラズマ発光分光分析（ICP-
AES）　２．核磁気共鳴分析（NMR）　３．質
量分析（MS）　４．蛍光Ｘ線分析（XRF）
５．X線回折測定（XRD）　６．電子顕微鏡
（EM）

２
前

明治33年1月30日 ## ○ ○ ○

22 ○ 化学分析法

分析化学実務の基礎となる概念を中心に、分
析法の原理、特徴、操作法、応用例などを解
説する。以下の項目について、例題や演習問
題を通じて修得する。主な内容は、以下の通
り。
１．溶媒抽出法　２．酸化還元電位　３．イ
オン交換法　４．各種電極法（イオン電極、
ガス感応電極、酵素電極、微生物電極）
５．フローインジェクション分析

２
通

60 4 ○ ○ ○

23 ○
ビジネス実務
Ⅱ

分析化学の技術は、それそのものが企業等の
機密中枢に関わる技術だけに、「見える仕
事」として実感する機会はほとんどない。そ
のため、技術修得への目的意識が習熟しづら
い分野と言える。それらの解消と、さらに
は、最新・基本を問わず各企業が重要視して
いる知識、技術の修得を目的とし、連携企業
等の協力の下、校内および校外における実
習・演習等をビジネス実務Ⅰに引き続き実施
する。さらには、社会人にとって必要なコ
ミュニケーション力や一般常識を身に付け、

２
通

60 4 ○ △ △ ○ ○ ○ ○ ○

24 ○ 化学関係法規

本校卒業と同時に取得可能な国家資格「毒物
劇物取扱責任者」を規定する毒物劇物取締法
について、その法の体系や化学物質の毒性及
び試験方法、毒物・劇物の取扱い方と事故時
の対応などについて理解を深め、毒物劇物取
扱責任者に必要とされる知識を修得する。主
な内容は以下の通り。
１．毒物劇物取締法（法の体系、毒物劇物取
扱者責任者の資格、毒物・劇物の取扱いと事
故時の対応）　２．毒性試験法

２
後

30 2 ○ ○ ○

25 ○ 公定分析法

国内外の規格について、その制定目的や内容
を修得し､分析方法の規格を読み解く力をつけ
る。また、制定・改廃される法律とそれに用
いられている分析方法を勉強して、今後の実
務での活かし方について学ぶ。主な内容は、
以下の通り。
１．公定分析法とは、標準化、規格とは
２．日本工業規格(JIS)、水質、環境、材料関
係　３．日本農林規格(JAS)、食品関係　４．

２
後

30 2 ○ ○ ○



26 ○ 有機化学実務

有機化学はあらゆる分野で基礎となるもので
す。有機化学を詳しく知ることで、有機物を
どのように作り、変換するか、それらを分析
し、構造を明らかにし、また有機物同志がど
のように組み合わされているか、を知り明ら
かにすることが出来ます。本講ではそのため
の準備であり、基礎を学びます。すなわち立
体化学、置換反応、付加脱離反応、配向性な
どについて学び、基礎知識の獲得を目指しま
す。
１．有機材料の種類　2．求核置換反応（SN反

２
後

30 2 ○ ○ ○

27 ○ 有機構造解析

今日に至るまで、化合物の構造を解析するた
めにいろいろな分析方法が開発されてきた。
この科目では、これまでの機器分析化学で学
んだMS（質量分析法）、IR（赤外分光法）、
有機化合物の構造解析において中心的役割を
果たすNMR（核磁気共鳴分光法）を用いた有機
化合物の構造解析の基礎的な手法を学ぶ。実
際のIR・MS・NMRスペクトルを組み合わせて、

２
後

30 2 ○ ○ ○

28 ○ 化学工学

化学工学は、実験室で得られた有用な化学合
成技術を現実の製造プラントにしていくため
の技術であり、化学の知識に加えて、機械の
知識を必要とする。基本的知識や単位操作に
加えて、スケールアップ、制御理論、事業採
算性の評価法、プロセスフローシートの見方
とその重要性なども学習する。
１．スケールアップの問題点　２．スケール
アップの仕方　３．流体と伝熱の基礎　４．
反応装置
５．熱交換器　６．分離膜　７．単位操作
（撹拌、蒸留など）　８．プロセスフロー
シートの見方

２
後

30 2 ○ ○ ○

29 ○ 先端材料

21世紀で最も重要であるエレクトロニクス分
野をはじめとして、各方面で用いられている
材料について学ぶ。たとえば、今話題のLED照
明や太陽光発電を理解するためには、本講で
学習する「半導体」の知識が不可欠である。
また、本講の半年で、卒業後の皆さんの「仕
事」の一端が見えるはずである。
１．材料とは何か　２．電気を通す物質、通
さない物質　３．半導体とトランジスタ
４．ディスプレイ・表示の材料　５．光通信
と材料　６．磁石　７．エネルギーと材料
８．表面が活躍する材料　９．光触媒　１
０．セラミックス生体材料　１１．「ナノ」
とは何なのか　１２．環境と材料　１３．資
源とは　１４．トピックス（最近話題の材
料）

２
前

30 2 ○ ○ ○

30 ○ 放射線工学

放射線の種類と性質、影響と対策など基礎と
なる事項を理解するとともに、原子力発電を
含む放射線利用技術を学ぶ。また、遮蔽によ
る減衰、半減期などの計算技術も例題や演習
問題を通じて修得する。放射線取扱主任者の
資格取得も目的とする。
１．身近な放射線、放射線研究の始まり
２．放射線の影響と対策　３．原子力発電
４．放射線の遮蔽  ５．非破壊検査技術
６．半減期　７．MOX燃料と核融合

２
前

30 2 ○ ○ ○

31 ○ 環境処理技術

環境保全のための処理技術の中でも、特に水
質管理のための水処理技術、産廃等廃棄物の
適切な処理のための廃棄物処理技術、持続可
能な社会の構築に欠かせないリサイクル技術
について理解する。
１．水処理技術　２．廃棄物処理技術　３．
リサイクル技術

２
前

30 2 ○ ○ ○



32 ○
環境分析化学
Ⅰ（水質・土
壌）

水質や土壌の化学分析の現場を想定し、試料
の採取・保存から前処理・測定まで、理論と
実践を総合した力量を身につけることを重視
して、JISによる分析法を中心に授業を進め
る。関係する法令と排水処理装置についても
解説する。公害防止管理者（水質関係）、環
境計量士の資格取得も目的とする。
１．水質・土壌分析に関する以下の項目：環
境基準・水質規制、測定項目・計量法と濃度
の表示方法・土壌分析方法　・JIS K0102の基
本　・試料の保存と前処理方法

２
前

30 2 ○ ○ ○

33 ○
環境アセスメ
ント概論

環境アセスメントとは、「開発事業が環境に
どのような影響を及ぼすのかについて、あら
かじめ事業者自らが調査・予測・評価を行
い、その結果を公表して市民などからの意見
を聞き、それらの意見を踏まえて環境保全の
観点からより良い事業計画を作ろうというも
のである。本授業では、以下のような観点か
ら、環境アセスメントを学ぶことを目的とす

２
前

30 2 ○ ○ ○

34 ○
エネルギー工
学

エネルギーの利用と管理に関する基礎知識と
して、燃料と燃焼、熱利用設備とその管理、
熱と流体の流れの基礎、エネルギー総合管理
及び法規について理解する。エネルギー管理
士の資格取得も目的とする。
１．燃料と燃焼　２．熱利用設備　３．熱と
流体の流れ　４．エネルギー総合管理

２
前

30 2 ○ ○ ○

35 ○
環境分析化学
Ⅱ（大気・悪
臭）

大気については汚染の概要、法令の解説、ば
いじん・粉じん､有害物質など大気汚染物質の
具体的測定方法について講義する。また燃焼
計算を含む防止、処理技術についても解説す
る。悪臭については概要と法令を解説し、嗅
覚による臭気指数の測定についてサンプリン
グ、パネルの選定、判定試験、臭気指数計算
等の臭気判定業務について講義する。公害防
止管理者（大気関係）、臭気判定士の資格取
得も目的とする。
１．大気汚染防止法　２．大気分析方法
３．悪臭防止法　４．臭気判定方法

２
後

30 2 ○ ○ ○

36 ○ 材料分析化学

物性と分析は切り離すことのできない関係に
ある。工業材料は金属・無機材料・有機材
料・電子材料・半導体材料・複合材料　等
多岐にわたっている。材料全般に共通する物
性の試験法を修得し、その上で、今使われて
いる代表的な材料の構造を基礎から学び、物
性に応じた分析方法に関する知識を身に付け
る。特に次の内容で紹介する。
１．元素と結晶　２．状態図と相　３．材料
試験(圧縮・引張・曲げ・ねじり・疲労・腐食
等)　４．材料分析(SEM、TEM、XRF、XRD、
EPMA、ESCA、熱分析)

２
後

30 2 ○ ○ ○

37 ○ 計量管理概論

環境の計量証明事業を行う上で必要となる計
量管理と工程管理、トレーサビリティ、測定
方法と測定誤差の性質、実験計画と分散分
析、信頼性、コンピューターと自動制御の基
礎的知識を理解する。環境計量士の資格取得
も目的とする。
１．環境計量法規　２．計量管理と工程管理
３．測定方法と誤差　４．トレーサビリティ
５．計量分析

２
後

30 2 ○ ○ ○



38 ○ 環境資源実験

環境分析化学実験では扱わない環境分析技術
や作業環境測定技術、臭気測定技術、環境保
全のための環境処理技術、リサイクルに関わ
る材料分析技術や物性測定技術について修得
する。
１．環境分析（COD、パックテスト）　２．材
料分析（プラスチック、金属、蛍光物質）
３．環境処理　４．作業環境測定（ホルムア
ルデヒド）５．臭気測定（GC、官能試験）
６．分析機器のメンテナンス・トラブル
シューティング

２
前

120 4 ○ ○ ○ ○

39 ○
環境分析化学
実験

環環境分析は公定法により種々の測定方法が
規定されている。本実験では水質分析・大気
分析・土壌分析について，下記の公定法に基
付いた実験を行い，環境分析の基礎技術を修
得する。
１．ウィンクラーアジ化ナトリウム変法
（BOD、DO）　２．エタノール抽出法（クロロ
フィルａ）　３．インドフェノール青吸光法
(NH4)　　４．モリブデン青吸光光度法(T-P)
５．ザルツマン吸光法(NO2)　６．強熱減量
(土壌有機物)　７．原子吸光光度法（重金属
分析）　８．検知管法　９．バンドーン採水
器(サンプリング)

２
前

120 4 ○ ○ ○ ○

40 ○ 卒業研究

各実験で得た知識および技能の総まとめ実
験。これまでの実験では、準備された実験項
目に基づき実験を進めてきたが、卒業研究で
は各自で実験テーマを設定し、そしてどのよ
うに実験を進めていくかについて検討、実験
を行う。卒業研究発表会要旨および卒業論文
の提出、卒業研究発表会の内容を審査の上、
単位を認定する。将来企業において、独自で
実験が進められるよう、以下について実践的
なトレーニングを行う。
１．研究に必要な文献調査、研究の組み立て
２．必要試薬・器具の調達とコスト意識
３．研究計画・研究フィールドで要求される
考察４．研究要旨、研究論文の作成　５．パ
ワーポイント発表

２
後

240 8 ○ ○ ○ ○ ○

39　科目 2100　単位時間(　112　単位)

＜卒業要件＞
２年修了時において、講義科目７６単位、実験・実習科目２８単位以上修得した
上で、出席すべき授業日数及び各講義科目時数のそれぞれ３分の２以上出席して
いること。

＜履修方法＞
成績評価の上、合格となった教科目については単位を付与し、単位の認定とす
る。成績評価は以下の通り行い、１００点を満点とし、５０点以上を合格、４９
点以下を不合格とする。

○成績評価について
　本校で行われる試験、並びに実習の成果、学習意欲や取り組み等の履修状況等
を総合的に勘案して、学科担当講師が行う。

１学年の学期区分 2 期

１学期の授業期間 15 週

卒業要件及び履修方法 授業期間等

合計


